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 福岡市では、野菜や花きを主体とした都市型農業や森林と都市がコンパクトに調和した

持続的な林業が営まれており、市民に新鮮で安全な農産物や森林に親しむ機会を提供して

います。福岡市の農林業は、食べ物がおいしく、自然が近いという福岡市の魅力を支え、

観光客の集客にも大きく貢献しています。また、農地や森林は、生物多様性や生態系の保

全、洪水防止機能などの水源かん養機能、防災空間の確保、大気の浄化、良好な景観の形

成など多面的な機能を有しており、市民に潤いと安らぎをもたらしています。 

 福岡市の農林業の振興については、令和４年３月に策定した福岡市農林業総合計画に基

づき施策・事業を推進してきましたが、従事者数の減少や高齢化、また、国際情勢等の影

響による資材費の高騰など、福岡市の農林業を取り巻く情勢は全国同様、依然として厳し

い状況が続いています。 

 国においては、令和６年に改正された食料・農業・農村基本法に基づく新たな食料・農

業・農村基本計画が策定され、令和９年度からの水田政策の抜本的な見直しをはじめとし

て、農業の持続的な発展に向けた今後の施策の方向性が示されるとともに、初動５年間で

農業の構造転換を集中的に推し進めることとされています。また、林業につきましては、

新たな森林・林業基本計画において、「百年つづく『森の国・木の街』へ」という副題が初

めて設けられ、スギ人工林の伐採・植替えによる花粉発生源の約２割削減が目標として掲

げられているほか、森林環境譲与税の活用による、間伐・担い手育成・木材利用なども進

められております。 

 このような農林業をめぐる情勢を踏まえ、福岡市においても、持続可能な農林業を未来

へ引き継ぐために、人口 167万人を超える大消費地を擁し、都市部と自然豊かな地域とが

近接する福岡市の特性を活かした農林業施策に取り組んでいくことが必要であることか

ら、本市の農林業における今後の進むべき方向性を示す計画として福岡市農林業総合計画

を策定します。 

第１部 福岡市農林業総合計画の基本的な考え方 

計画策定の目的 第１章 
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（１）福岡市基本計画の農林業振興における分野別計画

福岡市基本構想・基本計画に基づく福岡市農林業振興の分野別計画とし、福岡市

の他の分野別計画との連携を図ります。 

（２）福岡市農林業振興のための施策・事業実施の総合的な指針

今後の農林業振興施策を計画的、総合的に実施していくための指針とし、予算の

編成・執行にあたっては、この計画を基本として施策・事業の推進を図ります。 

※ 国及び県の農林業振興に関する計画と整合性のあるものとします

※「ふくおかさん家のうまかもん条例」に関連する施策の推進を図るものとします

～福岡市農林業総合計画と他の計画の関係性～ 

        

 計画期間は、令和９年度（2027年度）から令和 13年度（2031年度）までの５年間とします。 

～計画の進行管理について～ 

「福岡市農林業振興審議会」に取組みの状況を毎年度報告し、進捗状況を確認します。 

福岡市農林業総合計画 

福岡市基本計画 

農業）食料・農業・農村基本計画 

林業）森林・林業基本計画 

国 

福岡県農林水産振興基本計画 

県 

福岡市の他の分野別計画 

（環境基本計画、みどりの基本計画 など） 

福岡市基本構想 

福岡市政策推進プラン 

連携 

整合を図る 分野別計画 

計画の位置づけ 第２章 

計画期間 第３章 

福岡市における都市農業振興計画 

※福岡市では、総合計画に基づく各施策の着実な推進により、ＳＤＧｓの達成に取り組んでいます
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（１）社会情勢や市民意識の変化

近年の社会情勢は、前計画の５年間（令和４年度～８年度）だけで見ても大きく変

化しています。ウクライナや中東情勢をはじめとする国際市況の影響が農業資材の高

騰など農業経営に大きな打撃を与えているほか、人口減少や少子高齢化が進み、農業

従事者の確保や集落機能の維持に影響が生じています。さらに、直近ではいわゆる「令

和の米騒動」と呼ばれるような米不足が全国で発生しました。 

 また、消費者意識も大きく変化しており、国の調査では、物価高騰の影響により、 

価格の安い食材を購入したり、外食の機会を減らしたりするという調査結果が出てい 

るほか、SDGsや環境問題に対する意識の高まり等により、農業についても環境負荷を 

低減した取組みが求められています。 

 農業を取り巻く情勢が目まぐるしく変化する中、今後も引き続き、社会情勢や市民 

意識の変化を注視していく必要があります。 

（２）農業の現状

全国的な人口減少・高齢化に伴い、農業従事者数の減少や高齢化が進んでいます。 

2025農林業センサスによると、全国の基幹的農業従事者は約 103万 6千人と、５年 

前に比べ 24％減少しているほか、平均年齢は 67.7歳と全産業の平均年齢を大幅に上 

回っています。また、農村地域では、人口減少による農業の担い手不足はもとより、 

草刈りや水路の泥上げといった地域の共同活動が困難となるなど、地域コミュニティ 

の維持などに様々な課題を抱えています。 

 福岡市においては、農業生産額や農業所得といった農業の総合的な状況を示す指標 

は増加傾向にありますが、都市化の進展による農地の減少が進んでいるほか、農業従 

事者の減少により、農家だけでは地域の農業や農地の維持が困難となりつつあります。 

農業経営の不安要素は農家によって様々ですが、気候変動や物価高騰等、取り巻く 

情勢は依然として厳しい状況にあるため、今後も動向を注視していく必要があります。 

第２部 農業 

農業を取り巻く情勢 第１章 
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（３）国の動き

世界の食料生産・供給の不安定化や、日本の経済的地位の低下により食料や生産

資材が容易に輸入できなくなりつつあること、国内市場の縮小、環境や生物多様性等 

への配慮・対応が社会的に求められていることなどを背景に、令和６年４月に食料・ 

農業・農村基本法が平成 11年の制定以降、初めて改正されました。改正法におい 

てはこれらの背景を踏まえ、基本理念には「食料安全保障の確保」を中心に、「環境 

と調和のとれた食料システムの確立」が新たに位置付けられました。 

 また、令和７年４月には、改正された基本法に基づく新たな食料・農業・農村基本 

計画が閣議決定され、講ずべき施策として、「水田政策の抜本的な見直し」、「スマー 

ト農業技術の導入・ＤＸの推進」などが示されています。本市としては、国の基本計

画の方向性と整合を図りながら、計画を策定し、施策を推進していきます。 
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（１）多様な担い手の確保と育成

  【これまでの取組み】 

 生産性の向上の観点から、スマート農業技術の普及を促進するため、スマート農業 

技術を有する企業等を募集し、農家とのマッチング及び生産現場での実証実験等（ド 

ローンによる肥料散布・遮光材塗布、夏季の生育不良対策としてのプラズマ照射種子

の検証、中山間集落の共同草刈り作業等におけるラジコン草刈り機の使用、防除履歴 

システムの使用等）に取り組むとともに、今津リフレッシュ農園において、スマート

農業の実証フィールドの無償貸与を行いました。 

 また、農業用ドローンやラジコン草刈り機といったスマート農業機械の購入費への 

助成も行いました。 

新規就農者支援の観点から、農業に関心のある人や就農を検討している人からの相 

談対応を行うとともに、民間企業や福岡県等が主催する各種就農相談会に出展し、新 

たな担い手の確保に努めました。また、将来的に市内で就農を考えている市民等を対 

象に、野菜の栽培等を学ぶ基礎研修や、農家のもとで直接指導を受けるインターンシ 

ップなどを実施しました。 

就農後については、一定の要件を満たす農業者に対し、営農資金や施設・機械導入 

経費を助成したほか、関係団体や県などと連携し、新規就農者の早期の営農定着・経 

営安定化に向けて、定期的に圃場を巡回し営農指導を行いました。 

多様な人材の確保の観点から、女性の農業経営への積極的な参画を促進するため、 

  女性農業者の元で農業技術等を学ぶインターンシップや、女性農業者団体の活動支援 

  を行いました。また、農業の現場で働きたい市民と労働力を求める農家のマッチング 

支援を行ったほか、福祉局と連携し、福祉事業所と農家とのマッチング（農福連携） 

を支援し、農業生産の拡大や障がい者の活躍の場の創出を図りました。 

【目標項目の進捗状況】 

これまでの取組み・課題 第２章 

令和２年度
（初期値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度
令和６年度
（現状値）

令和８年度
(目標値)

スマート農業の導入数（件）
※累計

12 14 21 28 46 36

新規就農者数（人）　※累計 28 47 64 89 118 178

女性農業者の割合（％） 38.8 40.1 41.1 40.8 42.5 42.7

農福連携 ｢農｣×｢福｣
マッチング数（件）　※累計

1 3 5 7 7 7

5



【課題】 

スマート農業の更なる普及拡大に向けて、引き続き、福岡市の農家の課題やニーズ

にあったスマート農業技術の発掘、成功事例の紹介などによる生産者の導入意欲の向 

上やスマート農業機械購入費の助成による導入負担軽減などの支援を行っていく必 

要があります。 

また、担い手の確保に向けて、新規就農者が定着できるよう、資金や技術面などの

支援のほか、農福連携の推進や農業の現場で働きたい市民と農家とのマッチング支援

などにより、多様な人材が農業に関わることができるよう取り組んでいく必要があり

ます。 

（２）農地の保全と生産基盤の整備

  【これまでの取組み】 

農地の保全の観点から、都市農地を都市計画に位置付ける生産緑地制度について、 

相談対応や指定手続きを行いました。また、地域計画の策定により将来の農地利用の 

姿の見える化を進めました。 

 農地の活用については、農業委員会のホームページにおいて、「売りたい、貸した 

い」農地の情報を掲載してマッチング支援を行うとともに、耕作放棄地を借り受ける 

農業者に対し、再生作業にかかる経費の助成を行いました。また、企業等による農地 

活用に向けた実証実験を実施しました。 

 農業用施設・機械の整備の観点から、費用負担の大きい園芸施設の新設整備にかか 

る費用を助成するとともに、施設の長寿命化についても新たに助成対象とした結果、 

整備希望者が増加しました。 

 また、補助事業の見直しを行い、営農継続に必要なトラクター等の機械購入費の助 

成に加え、アタッチメントも助成対象としました。 

 農業用施設の維持管理の観点から、ため池や井堰等については、定期点検や地元か 

らの連絡をもとに不具合箇所の把握を進め、適切な維持・管理に努めたほか、防災重 

点農業用ため池については、現況調査を完了させ洪水吐の改修を進めるとともに、ハ 

ザードマップを作成し周知を図りました。 

 また、受益が減少したため池については地元に代替水源の提案を行い、農業用途の 

ないため池については廃止工事を行いました。 

 環境との調和の観点から、地域資源である再生リンを活用した肥料（e-green）の 

購入助成を行い、普及拡大を図りました。 
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【目標項目の進捗状況】 

【課題】 

  認定農業者の確保に努めるとともに、貸借制度による農地の集積や、耕作放棄地対 

策、遊休農地の活用などにより、農地を最大限活用していくことが必要です。 

  また、農業用施設・機械の整備については、都市型農業の推進のため、園芸施設の 

整備や営農継続に必要な農業用機械の導入を支援するほか、老朽化が進んでいる農業 

用施設等については、劣化状況を踏まえた適切な維持管理が必要となっています。 

（３）消費拡大・地産地消の推進

  【これまでの取組み】 

飲食店の料理人等を産地に招く見学ツアーを実施し、市内産農産物を使用したメニ 

ューを提供するフェアや、メディアを活用したＰＲ活動に取り組みました。また、ス 

ーパー複数店舗で市内産農産物フェアを実施しました。さらに、市内産農産物の加工 

品開発や販路拡大を希望する農業者等に対し、アドバイザー派遣や補助金交付を行い 

ました。 

「ふくおかさん家のうまかもん（※）」の認知度向上や消費拡大に向けて、情報誌や 

テレビ、ホームページなどを活用した情報発信を実施しました。

消費者と生産者との交流を通じて、農業への理解促進や地産地消の推進を図る「食

と農の体験教室」を実施しました。また、Fukuoka Flower Show開催を契機に、高付 

加価値な花きの生産に向け、花き農家と花関連事業者との交流会等を実施するととも 

に、消費拡大に向けたＰＲ活動にも取り組みました。 

（※）市内で生産された農林水産物及びその加工食品 

令和２年度
（初期値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度
令和６年度
（現状値）

令和８年度
(目標値)

生産緑地指定面積（ha）※累計 2.5 2.5 2.74 2.74 2.74 2.8

中心的な担い手への農地集積
　　（ha）※累計

502.7 472.8 476.6 480.0 490.5 562.7

耕作放棄地面積（ha） 338 328 317 321 321 325

農業生産額（百万円） 5,940 6,250 6,828 5,814 7,556 6,855

7



【目標項目の進捗状況】 

 

 

【課題】 

市政意識調査によると市内産農産物の認知度は十分とは言えず、更なる認知度向上 

に向けた取組みが必要です。 

また、市内産農産物の販路拡大や付加価値の向上に対する継続的な支援のほか、引 

き続き「ふくおかさん家のうまかもん条例」に基づく地産地消の取組みが必要です。 

（４）食の安全と食育の推進

  【これまでの取組み】 

 市内産農産物を学校給食に提供するとともに、生産者による講話などを通じ、市内 

産農産物への理解を深めてもらう取組みを実施しました。また、農業体験や生産者と 

の交流を促進するため、小中学生向けの学童菜園事業や花育体験教室を実施したほか、 

生産者と市民の相互理解を深めるため、福岡市農林水産まつりを開催しました。 

福岡県ＧＡＰ認証取得に取り組む農業者に対して、残留農薬の分析費用や施設の改 

修資材の導入経費等を助成するとともに、農業者が有機農業にチャレンジできる環境 

整備として、研修会や先進地視察、有機農業及び有機農産物のＰＲ活動などを実施し 

ました。 

【目標項目の進捗状況】 

令和２年度
（初期値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度
令和６年度
（現状値）

令和８年度
(目標値)

市内産農畜産物を使用した
加工品開発（品）　　※累計

39 39 40 42 44 51

ECを活用し販路拡大に取り組ん
だ農業者数（人）　　※累計

― 10
(初期値)

19 20 22 30

うまかもん認定店における市内
産農林水産物の使用が増えた認
定店の割合（％）

19 18 30 34 90 90

令和２年度
（初期値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度
令和６年度
（現状値）

令和８年度
(目標値)

学校給食への市内産農産物
利用割合（野菜）（％）
※小学校における主要18品目の重量ベース

24.5 30.2 30.6 31.8 26.5 32.4

8



【課題】 

 学校給食への市内産農産物の提供や学童菜園など食育の推進に向けた継続的な取 

組みや、引き続き有機農業にチャレンジする農業者への支援が必要となっています。 

（５）地域の特性を活かした魅力ある農村づくり

  【これまでの取組み】 

志賀島では、「あまおう祭り」や、地域の生産者の直売イベント「勝馬ルシェ」、 

北崎地区では、特産品である花や地域の魅力をＰＲするフラワーアレンジメント教室 

「お花の学校北崎キャンパス」の取組みへの支援を行いました。また、「土地利用規制

緩和制度（※）」を活用した農業の振興に寄与する施設の整備が行われたほか、民間企

業等のノウハウや販路を活用し、農村地域の農産物を使用した商品開発やＰＲ等を

実施しました。 

農村地域の人手不足解消や市民の農業に対する理解促進に向け、草刈りや収穫な

どの農作業に市民が参加する「農業応援ツアー」を実施しました。 

イノシシ等有害鳥獣の侵入防止柵や防除機器等の設置支援、集中捕獲など捕獲活動

の推進、生息環境管理の支援により、農業被害を防止しました。 

【目標項目の進捗状況】 

 

【課題】 

農村地域では人口減少や高齢化によりこれまで行われてきた地域活動の継続が難 

しい状況となっており、農村機能の維持に向けた支援が必要となっています。 

また、収入を確保するとともに、営農意欲の減退を防ぐため、イノシシ等有害鳥獣 

による農作物被害への対策が求められています。 

（※）地域住民の合意のもと、農林水産業や観光業など地域産業の振興に寄与する建築物「地域産業振興施設」の立地が 

可能となる規制緩和制度 

令和２年度
（初期値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度
令和６年度
（現状値）

令和８年度
(目標値)

農業所得金額（専業）（千円） 3,308 3,376 3,671 4,136 4,310 3,800
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（６）農と都市の交流促進

  【これまでの取組み】 

農業に対する市民の理解を深めることを目的として設置しているふれあい施設（※） 

の管理・運営及び施設整備を行い、収穫体験などのイベントを開催しました。また、 

油山牧場と油山市民の森をリニューアルし、新たに ABURAYAMA FUKUOKAをオープンし 

ました（令和６年４月全面オープン）。 

農業体験ができる場を市民に提供するため、市民リフレッシュ農園を運営するとと 

もに、農家の市民農園開設に向けた施設整備に対して助成を行いました。 

【目標項目の進捗状況】 

 

 

 

【課題】 

引き続き、ふれあい施設を活用するなどして、農にふれる機会を創出する必要があ 

ります。 

また、メディアでの情報発信など様々な手法により農への理解を促進し、農業体験 

など具体的な行動につなげる取組みが必要です。 

令和２年度
（初期値）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
（現状値）

令和８年度
(目標値)

過去３年間に農業と身近に接し
た経験がある市民の割合 (%)

59.4 ― 62.9 61.7 59.0 67.0

ふれあい施設の利用者数 (人) 313,400 261,700 316,100 303,100 297,900 387,800

福岡市の農林水産業を守り育てて
いくべきだと思う市民の割合(%)

73.7 74.7 75.0 77.5 78.7 85.0以上

（※）ABURAYAMA FUKUOKA（油山市民の森・油山牧場）、花畑園芸公園、市民リフレッシュ農園（今津・立花寺） 
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目指す姿 

現在の農業を取り巻く情勢やこれまでの取組み、課題などを踏まえ、今後、福岡市の農

業がどうあるべきか具体化していく中で、まずは農業の主役である農業者に着目しました。

農業者といっても、規模を拡大していきたい人、引き継いだ農地を守るためにできる範囲

で農業を続けたい人、新しい技術を取り入れた農業にチャレンジしたい人など、考え方や

求めることは様々です。福岡市には小規模農家や兼業農家が多いことからも、農業者を一

括りで考えるのではなく、それぞれに目指すところがある点に配慮する必要があります。 

また、農業従事者の減少により、農業者だけでは地域の農業や農地の維持が困難となり

つつある今、農業者以外の人々も農業を支える重要なプレイヤーです。これらの人の中に

は、これから農業を始めたい人や、地元の農業を応援したい人、市民農園やふれあい施設

等で気軽に農とふれ合いたい人など、様々な角度から農業に携わりたいと考えている人々

がいることも考慮する必要があります。 

 これらを踏まえ、農業者も農業者ではなくてもそれぞれが描く様々なかたちの農業を実

現することができて、将来にわたって農業が選ばれ、つながっていくまちを目指していく

ため、本計画では、「続けたい、はじめたい、関わりたい。さまざまなかたちの農業が実

現し、次代へつながっている」を“目指す姿”として掲げます。 

～目指す姿のイメージ～ 

基本的な考え方 第３章 

農業者の視点 農業者以外の視点 
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       基本方針 

目指す姿の実現に向けて、取り組むべき施策の方向性として、「基本方針」を定めます。 

 農業生産を行うためには、農業用施設・機械や農地といった生産基盤を維持・整備す

ることが必要です。 

 農業用施設・機械の確保に取り組むとともに、農地の保全・活用を図ることで、農業生

産に必要な基盤を整えます。 

  農業が続いていくためには、農業経営を後押しし、安定化を図るほか、担い手となる

農業者を確保することが必要です。 

 生産性向上・収入確保などにより、農業経営の安定化を図るとともに、担い手の確保

に取り組みます。 

  生産した農産物が多くの消費者に購入されることは、農業収入の確保や農業の再生産

の観点からも重要です。 

 市内産農産物が多くの消費者に選ばれるよう、付加価値の向上を図るとともに、地産

地消の推進に取り組みます。   

  農村地域は、農業生産の場であるだけでなく、美しい景観や水源のかん養などの多面

的機能を有しており、それらの機能を発揮するためには農村地域の活性化が必要です。 

 農業や農村地域の役割や魅力を認識してもらうために、魅力ある農村づくりや農への

理解促進に取り組みます。 

第２節 

生産に必要な基盤を守る

市内産農産物が選ばれる環境をつくる

農村地域を活性化する

経営の確立を後押しし、担い手を確保する 

 ４つの基本方針に基づき、 

既存の枠組みにとらわれることなく、必要な施策を推進していきます 

12



            施策体系 

目指す姿 

 基本方針 施策 主な取組み 

第３節 

続けたい、はじめたい、関わりたい。さまざまなかたちの農業が実現し、次代へつながっている 

生産に必要な 

基盤を守る 

市内産農産物が 

選ばれる環境をつくる 

農村地域を活性化する 

・園芸施設・農業用機械等の助成

・農道、水利施設の整備    等 

・ブランド化・加工品開発の支援

・有機農業に取り組む環境の整備 等

・地域資源を活かした魅力創出

・地域の共同活動支援    等 

・スマート農業の普及支援

・鳥獣被害の防止

・安定した価格・供給の確保  等 

農業用施設・機械の 

確保 

・地域計画の推進

・耕作放棄地の再生

・農地流動化の促進 等 

農地の保全・活用 

生産性向上・収入確保 

担い手となる人材の 

確保・育成 

・新規就農者の支援

・意欲ある担い手への支援

・多様な担い手の確保   等 

付加価値の向上 

農への理解促進 

魅力ある農村づくり 

地産地消の推進 
・ふくおかさん家のうまかもんのＰＲ

・学校給食での活用促進

・地産地消への理解の促進  等 

・農とふれあう機会の充実

・企業等の参画による交流促進 等 

経営の確立を後押しし、 

担い手を確保する 
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※指標について

計画の進捗状況を測るための目標項目（指標）を設定します。 

計画全体に係る項目で特に重要な指標を「計画全体の総合指標」と位置付けるとともに、 

「各施策における指標」を設定します。 

計画全体の総合指標 「各施策における指標」は第４章に掲載 

（単位：百万円） 

※野菜、花き、果樹、米、麦、大豆、飼料作物、工芸作物、景観作物、畜産の生産額の合計

野菜、果樹、花きについては、卸売市場（市内及び市外）での取扱金額を基に、各年の国産青果物の卸売市場

経由率から算定したもので、加工、自家消費等は含まない。ただし、米については、需給調整による作付面積

（実績値）を基に算定した生産量に販売単価を乗じて算定したもので、自家消費等を含む。

※出典：福岡市農林水産統計書

（単位：千円）

※専業農家の農業所得の平均値

※出典：福岡市農家所得調査

現状値 
（令和６年） 

目標値 
（令和９年～13 年の平均値） 

①農業生産額 7,556 7,556 

現状値 
（令和６年） 

目標値 
 （令和 12年） 

②農業所得額 4,044 4,544 
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      施策の内容 

基本方針１ 生産に必要な基盤を守る 

施策１ 農業用施設・機械の確保 

都市型農業の推進には園芸施設や農業用機械が必要ですが、その導入や更新には高額 

の投資を伴うため、施設や機械の更新期を迎えた際に営農継続を断念したり、新たな技 

術の導入に踏み切れない事例があります。また、ため池や井堰、水路・農道等の農業用 

施設について、長寿命化や更新を進めるなど、農業生産を将来にわたり安定的に維持し 

ていくための対応が求められています。  

農業者が所有する施設・機械の更新に対して、より柔軟にきめ細かな支援を行うとと 

もに、リースや共同利用など効率的な利用形態の導入についても検討するなど、農業生

産の維持・拡大を支援します。また、ため池や井堰、水路・農道等については、地域の

要望などを踏まえ改良や補修を行い、農業を支える基盤の維持を図ります。 

【主な取組み】 

○園芸施設の助成

都市型農業を支える園芸施設の新設・長寿命化や高温対策に資する設備などの導入を

支援します。

○農業用機械の助成

営農継続に必要なトラクターなどの機械のほか、アタッチメントなどの付属機器の導

入を支援します。

○農道、水利施設の整備

ため池や井堰、水路・農道等の農業用施設の長寿命化に取り組むとともに、必要性や

緊急性などを踏まえ総合的に判断し、更新や改良・補修を行います。

また、決壊した場合に人的な被害を与えるおそれがある「防災重点農業用ため池」に

ついては、緊急時の避難行動につなげるハザードマップの作成や耐震調査などを行い

ます。

施策 第４章 

第１節 
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【指標】 

（単位：戸） 

※補助事業を活用し、園芸ハウスの新設または長寿命化等に取り組んだ農家戸数

※福岡市農林水産局調べ

（単位：件） 

※補助事業を活用し、導入された農業用機械（トラクター、田植機、コンバイン、アタッチメント）の数

※福岡市農林水産局調べ

（単位：％） 

※市内の防災重点農業用ため池におけるハザードマップの整備率

※福岡市農林水産局調べ

農地の遊休化や荒廃化が進むと、雑草の繁茂や病害虫の発生、鳥獣被害の助長、景観 

の悪化などにより、周辺の耕作地や生活環境に影響が及ぶおそれがあるため、農地を適 

切に管理していく必要があります。 

遊休農地の発生防止と早期解消に向けて、農地の計画的な保全を推進し、荒廃した農 

地の再生に取り組むとともに、農業者だけで農地を維持することが難しい現状を踏まえ、

企業・団体等による農地活用を促進し、農地の保全につなげていきます。また、管理さ

れていない農地や今後管理することが難しい農地を担い手や新規就農者につなげてい

くため、農地の権利移動（農地の売買や貸借）を促進します。 

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
（令和９年度～13 年度の累計値）

③園芸ハウス補助の受益戸数 20 120 

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
（令和９年度～13 年度の累計値）

④農業用機械の補助件数 12 108 

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
 （令和 13年度） 

⑤防災重点農業用ため池のハザードマップ整備率 56.8 100.0 

施策２ 農地の保全・活用 
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【主な取組み】 

○地域計画の推進

地域での協議により、目指すべき将来の農地利用の姿を明確化した「地域計画」に

基づき、後継者の確保や農地の適切な活用を図り、遊休農地の発生を防ぎ、地域農業

の維持につなげます。

また、地域計画の目標地図の状況などを踏まえた上で、農業振興地域整備計画の見直

しについても検討します。

○耕作放棄地の再生

耕作放棄地を借り受ける農業者（再生利用者）等に対し、再生作業等に要する経費等

を支援するなど、耕作放棄地の再生を促進するとともに、更なる耕作放棄地の再生や

発生の未然防止のための支援を含めた制度の拡充などを検討していきます。

また、農業者だけでなく、企業・団体等による農地活用を促進し、遊休農地活用の新

たな仕組みづくりを推進します。

○農地流動化の促進

農地中間管理事業の活用などを通じて、農業者による農地の権利移動を進め、使われ

ていない農地を有効活用するとともに、農業委員会と連携して、担い手への農地のマ

ッチングを促進します。

【指標】 

（単位：ha） 

※農地所有者が貸したい（売りたい）農地と借りたい（買いたい）農業者のマッチング成立面積等

※福岡市農林水産局調べ

（単位：ha） 

※再生された耕作放棄地の面積

※福岡市農林水産局調べ

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
（令和９年度～13 年度の累計値）

⑥農地の貸し手と借り手のマッチング成立面積 0.4 7.3 

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
（令和９年度～13 年度の累計値）

⑦耕作放棄地再生面積 ５ 48 
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基本方針２ 経営の確立を後押しし、担い手を確保する 

施策１ 生産性向上・収入確保 

担い手の減少や高齢化に加え、国際情勢の不安定化に伴う資材費等の高騰や、気候変 

動による異常気象の頻発化などの影響により、生産コストが増加し、農業経営は一層厳 

しさを増しており、経営の安定化に向けた更なる取組みが必要となっています。 

農業経営の安定化に向けた農家への支援を行うとともに、生産性の向上を図るため、 

農作業の省力化・効率化を促進します。 

【主な取組み】 

○スマート農業の普及支援

市内農家の課題やニーズに合った技術を持つ事業者等とのマッチングや、データ活用

をはじめとする先進技術の実証実験を行うなど、農家が実感を得られるようなスマー

ト農業の実装・普及につながる取組みを推進します。

○鳥獣被害の防止

イノシシなどの有害鳥獣による農作物への被害防止を図るため、新しい技術も活用し

ながら、出没する個体を捕獲する「個体群管理」、柵やネットにより畑などへの鳥獣 

の侵入を防ぐ「侵入防止対策」、鳥獣が出没しにくくなる環境づくりを行う「生息環 

境管理」などに取り組みます。 

○安定した価格・供給の確保

野菜・花きの市場価格が一定の価格を下回った場合にその差額を補てんするなど、収

入の確保を支援します。

また、再生産可能な農業に向けて、より柔軟に生産者を支援できるよう、基準価格の

見直しなどの農家支援策についても検討します。

○生産資材の確保

福岡県などの関係機関と連携して、高温に耐性のある新しい品種などの実証や導入を

図ります。

また、国際市況等の影響を受けにくい農業への転換を促進するため、地域資源を活用

した肥料の利用促進や耕畜連携、飼料生産の支援等を通じて、生産コストの低減を図

ります。
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【指標】 

（単位：件） 

※新たにスマート農業を取り入れた件数（福岡市が把握した件数）

※福岡市農林水産局調べ

（単位：千円） 

※市内における、鳥獣による稲・野菜・果樹等の被害額の合計

※出典：福岡県による野生鳥獣による農作物の被害状況調査

全国同様、福岡市においても農業従事者の高齢化や減少が進んでおり、将来にわた 

り農業生産を維持していくことが難しくなることが懸念されます。 

就農希望者への相談対応や情報提供、農業研修を通じて新規就農者を確保していく 

とともに、就農後も定着できるよう、農業委員会やＪＡ等の関係機関と連携しながら、 

資金や技術面など、就農・営農維持に向けたきめ細かなサポートに取り組んでいきます。 

また、農業に関心を持つ市民と労働力を求める農家とのマッチング支援や農福連携の 

推進などにより、多様な人材が農業に携わる機会を創出します。 

【主な取組み】 

○新規就農者の支援

就農を検討している人を対象に、ＪＡなどの関係機関と連携し、就農に関する相談、 

農業の基礎を学ぶ研修及びインターンシップを実施し、新たな担い手の確保・育成を

図るとともに、就農後においても、圃場の巡回や面談を実施し、技術及び経営に関す

る助言を行います。

また、就農時の経済的負担を軽減するため、営農に必要な資金や農業用施設・機械の

導入経費を支援し、早期の農業経営の確立を図ります。

加えて、新規就農者にとってハードルが高い農地の取得について、農業委員会などの

関係機関と連携して、遊休農地を含む利用可能な農地のマッチングを図ります。

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
（令和９年度～13 年度の累計値）

⑧スマート農業の導入数 12 72 

現状値（速報値） 
（令和７年度） 

目標値 
（令和 13年度） 

⑨有害鳥獣による農作物被害額 24,998 15,833 

施策２ 担い手となる人材の確保・育成 
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○意欲ある担い手への支援（技術習得・経営力向上研修）

関係機関と連携した生産技術の習得のほか、販売戦略やブランディングなど経営力の

向上に資する研修等の受講を支援するとともに、女性や青年農業者で構成される団体

の活動などを通じて、農業者間の連携の強化やスキルアップを図ります。

また、経営規模の拡大や法人化、組織化等については、随時相談を受け付け、他都市

事例の調査など情報収集を行うとともに、専門家から学ぶ機会を設け、農業団体や農

家と情報を共有するなど、農家の意向を十分に踏まえ、地域の状況に応じた支援につ

いて検討します。

○多様な担い手の確保

農福連携について、多くの農家や福祉事業所が参入できるよう、支援の拡充を検討す

るとともに、今後更なる多様な担い手の確保のため、他業種を退職後のセカンドキャ

リアとして就農を希望する方に対する支援についても検討します。

【指標】 

（単位：人） 

※新規就農に向けた研修（農福連携に取り組む福祉事業所向けの研修を含む）、女性のための農業インターンシップ

等の受講者数

※福岡市農林水産局調べ

（単位：人） 

※新たに農業経営を開始した者（農家の子弟の経営承継を含む）

※福岡市農林水産局調べ

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
（令和９年度～13 年度の累計値）

⑩農業研修受講者数 53 265 

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
（令和９年度～13 年度の累計値）

⑪新規就農者数 20 125 
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基本方針３ 市内産農産物が選ばれる環境をつくる 

施策１ 付加価値の向上 

付加価値の向上については、ブランド化や加工品開発の支援などに取り組むほか、

SDGsに対する意識の高まりを背景とした有機農業など、消費者の興味・関心が高い生産

方法を取り入れることも有効な手段として考えられます。 

そのため、専門家を含めた関係機関とともに農産物の特性に応じた付加価値の向上に

資する取組みを支援します。また、農薬の使用量・環境負荷等を低減した環境保全型農

業の取組みを関係機関と連携して進めるとともに、有機農業をはじめとした特色ある生

産にチャレンジする農業者の取組みを支援します。 

【主な取組み】 

○ブランド化・加工品開発の支援

ブランド化や加工品開発の専門家の意見を取り入れながら、農業者に対し市内産農産

物の特性に応じた支援を丁寧に行うとともに、販売先の開拓やメディアへの露出を通

じた認知度の向上など、販路拡大にも取り組みます。

また、Fukuoka Flower Showと連携して、高付加価値な花きの生産に向けた支援や、 

消費拡大に向けたプロモーション活動などに取り組みます。

○有機農業に取り組む環境の整備

農業者が有機農業にチャレンジできる環境整備として、研修会や有機農業及び農産物

のＰＲ活動などを行うとともに、農産物に「有機」と表示するために必要な「有機 JAS

認証」の取得に向けて支援します。
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【指標】 

（単位：件） 

※市が市内産農産物を使用した加工品の開発及び販路拡大等の取組みを支援した件数

※福岡市農林水産局調べ

（単位：者） 

※有機農産物の有機 JAS 認証を取得している市内の事業者数

※福岡市農林水産局調べ

地産地消の推進は、農業の持続的な発展を図るための重要な取組みであるとともに、 

市内産農産物が選ばれる環境づくりに寄与する施策です。また、流通距離の短縮による 

環境負荷の低減などにもつながります。一方で、市政に関する意識調査では、福岡市で 

様々な農産物が生産されていることを、具体的な産地の情報とあわせて知っている市民 

の割合は約２割に留まっているのが現状です。本市は産地と都市の距離が近く、新鮮な 

農産物が手に入る環境にあるという強みを有しており、市民に対してその認知を高めて 

いく必要があります。 

そのため、ふくおかさん家のうまかもん条例などに基づき、市内産農産物の認知度向

上及び消費拡大を図り、地産地消を推進します。 

【主な取組み】 

○ふくおかさん家のうまかもんのＰＲ

飲食店等を対象とする市内産農産物の産地見学ツアーや、飲食店における市内産農産

物フェアを開催し、各種メディアを通じて農産物と飲食店等を一体的に情報発信する

取組みなどにより、ふくおかさん家のうまかもんの認知度向上及び消費拡大を図りま

す。

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
（令和９年度～13 年度の累計値）

⑫市内産農産物を使用した加工品開発等
支援件数 11 30 

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
 （令和 13年度） 

⑬有機 JAS 認証事業者数 １ ５ 

施策２ 地産地消の推進 
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○学校給食での活用促進

教育委員会をはじめ関係機関等とともに、生産状況を踏まえた献立作成等の取組みを

進めることで、市内産農産物の利用割合の維持・向上に努めます。

○地産地消への理解の促進

市民を対象とした食と農の体験教室や、児童生徒を対象とした学童菜園事業及び花育

体験教室を実施し、市内産農産物への理解促進に努めます。

【指標】 

（単位：％） 

※出典：市政に関する意識調査、市政アンケート調査

「『ふくおかさん家のうまかもん』を知っていますか」の問いに対して、

「言葉も、内容も知っている」「言葉は知っているが、内容は知らない」と答えた人の割合

（単位：％） 

※市立小学校の学校給食における主要 19 品目（野菜）での利用割合（重量ベース）

※福岡市農林水産局調べ

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
 （令和 13年度） 

⑭「ふくおかさん家のうまかもん」の市民認知度 18.0 36.0 

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
 （令和 13年度） 

⑮学校給食への市内産農産物利用割合 28.8 32.2 
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基本方針４ 農村地域を活性化する 

施策１ 魅力ある農村づくり 

農村地域では、人口減少や高齢化の進展などにより、農業の担い手不足や地域コミュ 

ニティの維持など様々な課題を抱えていることから、関係部局が連携し、地域と一体と

なって取り組むことが必要です。 

農村地域の活性化に向けて、地域の特性を踏まえた農業の振興を図ることに加え、地 

域資源を生かした新たな魅力創出に向けた取組みや、農業・農村が有する多面的機能を 

支える地域の共同活動を支援するとともに、農村地域の魅力を広く市民に伝える情報発 

信などに取り組みます。また、土地利用規制緩和制度を活用した民間活力の導入や空き 

家情報の提供について、引き続き関係部局と連携していきます。 

【主な取組み】 

○地域資源を生かした魅力創出

地元農産物を活用した商品開発や直売など、新たな魅力創出に向けた取組みを支援し、 

地域での消費拡大や交流人口の増加など、地域活性化につなげていきます。

○地域の共同活動支援

草刈りや水路の泥上げといった地域の共同作業への市民参加や企業・大学等との連携

を促進するなど、多面的機能を支える地域の共同活動を支援します。

【指標】 

（単位：％） 

※出典：市政に関する意識調査、市政アンケート調査

「あなたは、今後も福岡市の農林水産業を守り育てていくべきだと思いますか」の問いに対して、

「守り育てていくべき」と答えた人の割合

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
 （令和 13年度） 

⑯福岡市の農林水産業を守り育てていく
べきだと思う市民の割合 80.3 85.0 
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　農業や農村地域は、安定的な農産物の供給だけでなく、美しい景観や水源のかん養な 

どの多面的な機能を有しており、食べ物がおいしく都市と自然が近い福岡市の魅力を支 

える重要な役割を果たしていますが、人口減少や高齢化の進展などにより、このような

機能の維持が困難となってきています。

　農業や農村地域を守り未来へつなげていくため、市民の理解を促進するとともに、農 

業や農村地域を応援したい人を増やし、人材の裾野を拡げることで、将来的な担い手の 

確保にもつなげていきます。 

【主な取組み】 

○農とふれあう機会の充実

農林業ふれあい施設における様々な体験機会の提供に加え、各種イベントの開催など

を通じて、市民が身近に農にふれることができる機会の充実を図り、農業や、農村地

域が持つ多面的機能の理解促進につなげていきます。

○企業等の参画による交流促進

農村地域において、企業等による福利厚生や研修での遊休農地活用など新たな仕組み

づくりを進め、多様な人々との関わりを広げることで、農村への理解を深め、地域の

活性化につなげます。

【指標】 

（単位：％） 

※出典：市政に関する意識調査、市政アンケート調査

「あなたは、過去３年間に、農業と身近に接した経験がありますか」の問いに対して、

「特にない」と答えた人及び無回答だった人以外の割合

現状値 
（令和７年度） 

目標値 
 （令和 13年度） 

⑰過去３年間に農業と身近に接した経験
がある市民の割合 45.2 67.0 

施策２ 農への理解促進 
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      作物別の主な方向性 

１ 野菜 

  野菜は福岡市の都市型農業を代表する作物で、農業生産額の約４割を占めています。 

市内では、だいこん、キャベツなどの重量野菜やしゅんぎく、ほうれん草などの軟弱野

菜、いちご、すいかなどの果実的野菜、さらには珍しい西洋野菜まで、多種多様な野菜

が生産されています。 

  高品質・高単価な野菜を生産するため、園芸施設や農業用機械の導入により生産基盤

を整備するとともに、スマート農業などを活用した農作業の省力化・効率化を促進しま

す。 

 一方で、農業者の高齢化や後継者不足、国際市況の影響による肥料価格の高騰などの

課題があることから、県やＪＡなどの関係機関と連携して、栽培技術向上のための研修

会や圃場巡回による指導を実施するとともに、国際市況等の影響を受けにくい農業への

転換を促進するため、地域資源を活用した肥料の利用促進にも取り組みます。 

また、学校給食での活用などを通じて地産地消を推進するなど、市内産野菜の消費拡 

大に努めていきます。 

【主な品目】 

品目名 主な産地 

いちご 志賀、元岡 

だいこん 金武、北崎 

トマト 元岡 

しゅんぎく  入部、内野 

すいか 北崎 

【主な取組み】 

園芸施設・農業用機械の助成 スマート農業の普及支援

生産資材の確保 学校給食での活用促進 

第２節 

2,483 2,668 2,611 2,866 2,856 

13,360 13,295 13,327 13,340 
12,048 
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（速報値）

生産額と生産量の推移

生産額 生産量

（百万円）  （ｔ） 
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２ 花き 

野菜とともに、都市型農業を代表する作物で、西区北崎地区を中心に、バラやストッ 

ク、トルコギキョウなどの品目が生産され、福岡県有数の産地となっています。特に、

バラは全国有数の産地である福岡県においても、県内トップの出荷量を誇っています。 

野菜同様、園芸施設や農業用機械の導入による生産基盤の整備などに取り組むととも 

に、Fukuoka Flower Showなどの機会を捉え、高付加価値な花きの生産に向けた生産者 

と花関連事業者との交流会や先進地視察、栽培技術向上のための研修会など、関係部局 

と連携した生産者支援に取り組みます。 

また、ＪＡや花卉農協などの関係機関と連携して、市民へのプロモーション活動や小・ 

中学校における花育体験教室などを通じて、市内産花きの魅力向上や消費拡大に向けた 

取組みを推進していきます。 

【主な品目】 

品目名 主な産地 

バラ 元岡、北崎 

ストック 北崎 

トルコギキョウ 北崎 

ガーベラ 北崎 

菊 北崎 

【主な取組み】 

園芸施設・農業用機械の助成 安定した価格・供給の確保 

ブランド化・加工品開発の支援 地産地消への理解の促進 

697 780 799 788 
649 

10,302 10,120 9,848 9,496 
8,481 
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（速報値）

生産額と生産量の推移

生産額 生産量

（百万円）                                     （千本） 
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３ 果樹 

  博多区月隈地区、西区金武地区・今宿地区を中心としたぶどう、西区能古地区を中心

とした甘夏柑などの生産が行われています。また、市場出荷のほか、生産者の直売も盛

んに行われているのが特徴です。 

果樹生産には園芸施設の整備や機械化、省力化が不可欠であるため、野菜同様、園芸

施設や農業用機械の導入により生産基盤を整備するとともに、スマート農業用機械など

を活用した農作業の省力化・効率化を促進します。 

一方で、農業者の高齢化や後継者不足による園地の荒廃が進んでいることが課題とな 

っており、県やＪＡなどの関係機関と連携して、園地流動化や低樹高化（※）を推進する 

ことで、産地の維持発展を支援します。 

また、生鮮品だけでなく、加工品開発などによる販路の拡大を図ります。 

（※）果樹の樹高を人為的に低く抑えて栽培すること。地上での作業が可能となるため農作業の負担軽減や、樹冠内の日照や管理 

性を改善し果実の品質向上を図ることができる。 

【主な品目】 

品目名 主な産地 

ぶどう 
月隈、金武、 

今宿 

甘夏柑 志賀、能古 

びわ 志賀 

【主な取組み】 

園芸施設・農業用機械の助成 農地流動化の促進 

スマート農業の普及支援 ブランド化・加工品開発の支援 

112 128 
201 210 215 

341 
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令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

（速報値）

生産額と生産量の推移

生産額 生産量

（百万円）                                    （ｔ） 
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４ 米 

米の作付面積は市内の全作付面積の約６割を占めています。ヒノヒカリをはじめ、様 

々な品種が西区金武地区や元岡地区を中心に市内各地で生産されています。 

福岡市では、古くから減農薬・無農薬栽培など特色ある稲作（赤とんぼ米）が行われ 

ており、引き続き環境に配慮した生産を支援するとともに、昨今の夏季の高温による品 

質低下を防ぐため、県やＪＡなどの関係機関と連携して、高温耐性品種の導入にも取り 

組みます。 

 また、稲作にはトラクター、田植機、コンバインなど多くの農業用機械が必要とな 

り、導入や更新にかかる農家の負担が大きいことから、機械購入費の助成を行うととも 

に、リースや共同利用など効率的な利用形態の導入についても検討します。 

国においては、水田政策の抜本的な見直しの検討が進められており、今後の米の需給 

状況等を含め、国の動向を注視しながら、各種取組みを進めていきます。 

【主な品目】 

品種名 主な産地 

ヒノヒカリ
金武、元岡ほか 

市内全域 

元気つくし 〃 

夢つくし 〃 

【主な取組み】 

農業用機械の助成 スマート農業の普及支援

   生産資材の確保  

1,021 1,030 1,033 

1,749 

2,610 

4,664 4,664 4,384 4,263 
4,748 

0

3,000

6,000

9,000

0

1,000

2,000

3,000

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

（速報値）

生産額と生産量の推移

生産額 生産量

（百万円）                                       （ｔ） 
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５ 畜産 

福岡市の畜産は、酪農、和牛肥育、養鶏（鶏卵）が営まれており、市内農業生産額の 

２～３割を占めます。福岡県産の飼料で育てられる博多和牛や、市内産生乳を使用した 

ヨーグルトやバターなどの乳製品が生産されており、生産者団体などと連携しながら積

極的なプロモーションを展開するなど、消費拡大に取り組んでいきます。 

一方で、昨今の飼料価格の高騰等の影響により、経営が圧迫されている状況を踏まえ、

国際市況を受けにくい畜産業への転換を図るとともに、飼養環境改善に係る施設整備、

機械整備の導入等を実施していきます。 

また、畜産においては、口蹄疫や鳥インフルエンザなどの家畜伝染病が生産に大き 

な影響を与えることから、発生の未然防止に向け、県やＪＡなどの関係機関と連携して、 

家畜防疫対策にも取り組みます。 

【主な品目】 

品目名 主な地域 

酪農 脇山、元岡 

肥育牛 今宿、元岡 

養鶏 北崎 

【主な取組み】 

農業用施設の助成 生産資材の確保  

ブランド化・加工品開発の支援 

1,832 
2,132 

1,110 

1,874 
2,261 

0

1,000

2,000

3,000

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

（速報値）

生産額の推移（百万円）  
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      地域別の主な方向性 

１ 志賀 

 福岡市の北東部に位置し、周囲を海・山に囲まれた自然豊かな地区です。いちごが中 

心作物ですが、米、柑橘類やびわなどの果樹も生産されています。また、地域の特色や 

資源を生かした地元の生産者による農産物等の直売イベント、体験型農園、果樹の一本 

園主や収穫体験などの取組みが行われています。 

 一方で、農家の高齢化や後継者不足、地域外への人口流出などにより農業従事者は減 

少しているほか、傾斜地など条件の悪い農地やイノシシ等による鳥獣被害の発生により 

耕作放棄地が発生しています。 

担い手の育成や耕作放棄地の再生、有害鳥獣対策に取り組むとともに、特産物を活か 

した加工品開発など地域活性化に向けた取組みを支援します。また、地域農業の将来の 

あり方について、地域と協議を行いながら、経営の組織化など地域の状況に応じた支援 

について、農家の意向を十分に踏まえて検討します。 

【10年後耕作予定の農地】 

  17ha（35経営体） 

【主な品目】 

いちご、甘夏柑、びわ など 

【主な取組み】 

耕作放棄地の再生 鳥獣被害の防止 意欲ある担い手への支援 

地域資源を生かした魅力創出 地域の共同活動支援

第３節 

特産品の直売イベント（あまおう祭り） 甘夏柑 
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２ 入部 

福岡市の中南部に位置し、室見川右岸の平坦部に広がる農地において、国の指定産地 

にも指定されているキャベツをはじめ、しゅんぎく、ブロッコリーなどの生産が行われ

ており、地区外からの就農者が増えています。 

 一方で、農家の高齢化や後継者不足をはじめ、農業者の世代間のつながりの希薄化、

鳥獣被害の発生、水路の老朽化が進んでいます。 

地区外からの就農者を含めた担い手への農地の集積や、近隣農家間での農機具の共同

利用等による地域協働の営農の取組みを支援するとともに、有害鳥獣被害対策を進めて

いきます。 

【10年後耕作予定の農地】 

  63ha（82経営体） 

【主な品目】 

キャベツ、しゅんぎく、ブロッコリー など

【主な取組み】 

農地流動化の促進 鳥獣被害の防止 意欲ある担い手への支援 

地区内のキャベツ畑 ブロッコリー 
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３ 脇山 

福岡市の南部に位置する中山間地域で、昭和天皇即位の際に献上米に選ばれた「脇山 

米」が有名です。一部農業者による作業受託が行われているほか、地区内には地元の 

生産者が運営する直売所「ワッキー主基の里」があり、消費者と農家の交流の場になっ 

ています。 

一方で、イノシシ等が農地付近に頻繁に出没していることから鳥獣被害が多く発生し 

ており、高齢化による離農、後継者不足、さらには、耕作放棄地が発生しています。 

担い手となる作業受託組合や個人受託などを中心に農地の流動化を促進するととも 

に、ワイヤーメッシュや電気柵、箱罠の設置などを通じて、イノシシ等の有害鳥獣対策 

を進めていきます。 

【10年後耕作予定の農地】 

  109ha（94経営体） 

【主な品目】 

米、キャベツ、かつお菜 など 

【主な取組み】 

耕作放棄地の再生 農地流動化の促進 鳥獣被害の防止 

 意欲ある担い手への支援 

地区内の棚田 脇山米 
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４ 内野 

福岡市の南部に位置し、米が中心作物であるほか、中山間地を活用したたけのこや福

岡の正月には欠かせないかつお菜といった野菜も生産されています。また、地域の小学

校での田植え・稲刈りの体験学習や「うちのチューリップまつり」など地域と連携した

取組みも行われています。 

一方で、農家の高齢化や後継者不足、耕作放棄地の発生、イノシシ等による鳥獣被害 

が多く発生している状況です。 

耕作放棄地対策や有害鳥獣対策など、地域の実情を踏まえ、安心して農業生産に取り 

組むことができる環境づくりを行います。 

【10年後耕作予定の農地】 

  56ha（71経営体） 

【主な品目】 

米、たけのこ、かつお菜 など 

【主な取組み】 

耕作放棄地の再生 農地流動化の促進 鳥獣被害の防止 

 意欲ある担い手への支援 

かつお菜 中山間地域に広がる水田 
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５ 金武 

福岡市の南西部に位置し、市内でも有数の広大な農地が広がっています。米が中心作 

物ですが、大根、かぶ、ぶどう、いちごなど、多種多様な作物が生産されています。特 

に、ぶどうは８月から９月にかけて直売所が開かれ、毎年多くの人が訪れています。 

一方で、農家の高齢化や地域の担い手が減少しているほか、遊休農地の発生や、イノ 

シシ等による鳥獣被害が出ています。

後継者をはじめとする担い手を増やし、多様な担い手により農地の有効活用が図られ

るとともに、有害鳥獣対策などにも取り組みながら、農家が安心して生産できる環境整 

備を行います。 

【10年後耕作予定の農地】 

  74ha（111経営体） 

【主な品目】 

米、かぶ、ぶどう など 

【主な取組み】 

農地流動化の促進 鳥獣被害の防止 意欲ある担い手への支援 

立ち並ぶぶどう園 地区内で生産されたかぶ 
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６ 今宿 

  福岡市の西部に位置し、地区の北部は都市化の進展により農地が減少傾向ですが、南 

部では農業振興地域を中心に農地が広がっており、米や軟弱野菜、ぶどうなどの生産が 

盛んに行われています。 

一方で、農家の高齢化や地域の担い手が減少しているほか、遊休農地の発生や、イノ 

シシ等による鳥獣被害が出ています。

有害鳥獣対策に取り組むとともに、農家の高齢化に伴い、遊休農地が発生している現

状を踏まえ、これらの遊休農地において担い手による管理及び生産ができるような環境

整備を支援します。 

【10年後耕作予定の農地】 

  12ha（25経営体） 

【主な品目】 

米、ほうれん草、ぶどう など 

【主な取組み】 

農地流動化の促進 鳥獣被害の防止 意欲ある担い手への支援 

住宅地の中の農地 ハウス内で栽培されるぶどう
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７ 今津 

  福岡市の北西部に位置し、米を中心に、いちごや軟弱野菜などの生産が盛んに行われ 

ています。また、地区内には今津リフレッシュ農園があり、市民も気軽に農業に親しむ 

ことができる環境が整っています。 

一方で、イノシシ等による鳥獣被害が発生しているほか、農家の高齢化・農業機械の 

老朽化に伴う離農の増加により耕作放棄地が発生している状況です。 

離農者が増加していることを踏まえ、安定した作付計画による水田活用を図るととも 

に、有害鳥獣対策を進め、担い手の確保を支援していきます。 

【10年後耕作予定の農地】 

  25ha（44経営体） 

【主な品目】 

米、いちご、ねぎ など 

【主な取組み】 

耕作放棄地の再生 農地流動化の促進 鳥獣被害の防止 

 意欲ある担い手への支援 

今津リフレッシュ農園 地区内のハウス（いちご） 
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８ 周船寺 

 福岡市の西部に位置し、周船寺駅周辺は区画整理事業による都市化が進んでいますが、 

南部では農地が広がっており、現在も、米・麦・いちご・軟弱野菜などの生産が活発に 

行われています。 

一方で、農家の高齢化が進んでおり、イノシシ等による鳥獣被害が多く発生していま 

す。 

担い手・後継者の育成や、有害鳥獣対策を進め、安定した生産体制を支援するととも 

に、都市化の進展による地域住民の増加を見据え、新鮮な農産物の供給や地区内の直売 

所などでの地元産のＰＲや地産地消を推進していきます。 

【10年後耕作予定の農地】 

  19ha（33経営体） 

【主な品目】 

米、麦、いちご など 

【主な取組み】 

農地流動化の促進 鳥獣被害の防止 意欲ある担い手への支援 

地区内の水田とハウス 地区内の直売所（博多じょうもんさん周船寺市場） 
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９ 元岡 

 福岡市の西部に位置し、米や園芸作物の生産が盛んで、地区内には、農業振興地域が 

広がっています。近年は区画整理事業に伴い都市化が進み、農地は減少傾向にあるもの 

の、市内では最も農家人口が多い地区であり（2020農林業センサス）、農業が盛んな地 

域のひとつとなっています。 

一方で、イノシシ等による鳥獣被害が多く発生しているほか、農家の高齢化や後継者 

不足が進んでいます。 

有害鳥獣対策を進めるなど安心して生産できる環境を整備し、後継者を増やしていき 

ます。また、地区内に畜産農家がいることから、耕畜連携により飼料等の需給について 

も連携を図っていきます。 

【10年後耕作予定の農地】 

  179ha（177経営体） 

【主な品目】 

米、いちご、トマト など 

【主な取組み】 

耕作放棄地の再生 鳥獣被害の防止  生産資材の確保 

 意欲ある担い手への支援 

地区内の水田 ハウス内で栽培されるトマト
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10 北崎 

 福岡市の北西部に位置し、市内では最も多くの農地が存在する地区です。農地の約７ 

割を畑が占めていることや温暖な気候を生かして、大根、すいか、花きなどの園芸作物 

の生産が盛んです。 

一方で、市内の耕作放棄地の半分以上が本地区に存在することや、イノシシ等による 

農業被害が多く発生しているなどの課題があります。 

遊休農地やハウスの有効活用を進めるとともに、有害鳥獣対策などにより安心して生 

産できる環境を整備し担い手を増やしていくほか、北崎大根やきたざき西瓜などのブラ 

ンド野菜や、市内随一の花きの生産地であることを活かした地区のＰＲにも取り組みま

す。 

【10年後耕作予定の農地】 

  73ha（116経営体） 

【主な品目】 

大根、すいか、花き など 

【主な取組み】 

耕作放棄地の再生 鳥獣被害の防止 意欲ある担い手への支援 

 地域資源を生かした魅力創出 地域の共同活動支援 

北崎大根 ハウス内で栽培されるバラ
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位置図（福岡市農業振興地域図より） 
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（１）社会情勢や市民意識の変化

近年、国際的には気候変動対策や生物多様性保全の重要性が一層高まってきており、

国内においても、「2050年ネット・ゼロ」や「2030 年ネイチャーポジティブ」の実現に

向け、環境に配慮した企業経営等を求める動きが強まっており、ウェルビーイングへの

関心も高まっています。 

 また、コロナ禍を契機に高まった森林レクリエーション需要は定着し、アウトドアや

自然体験型観光に加え、ワーケーションや健康増進を目的とした森林利用が広がってい

ます。 

木材需要については、令和３年に入り、新型コロナウイルス感染症の蔓延を背景に世

界的な木材需要の高まりや物流の混乱により、海外からの製材品等の輸入量が減少、木

材価格は高騰し、国内の木材需要の高まりが見られる状況がありましたが、現在、木材

需要や物価は、急激に変化する世界情勢を背景に、見通しを立てることが難しい状況に

あります。 

市民意識については、福岡市が令和７年に実施した市政に関する意識調査では、「花

粉発生源対策として広葉樹や花粉が少ない樹種への転換が大切」と思う割合や、「地域

産材を公共施設に使用したらよい」と思う割合が高い状況にあります。 

第３部 林業 

森林・林業を取り巻く情勢 第１章 
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（２）森林・林業の現状

日本の国土の約３分の２を占める森林は、水源のかん養、土砂災害防止・土壌保全、

生物多様性の保全、地球温暖化の防止、保健・レクリエーションの場の提供などの公益

的機能を有する一方で、森林資源は、戦後に造成された人工林等の６割が一般的に利用

期に入るとされる 51 年生を過ぎるに至っています。また、近年、岩手県大船渡市の大

規模な林野火災をはじめ、林野火災が増加しており、その予防や管理に向けた対応の強

化が求められています。 

 林業は、森林の公益的機能の持続的な発揮と豊富な人工林資源を活用し木材需要を満

たす重要な役割を担っています。しかし、森林所有者による森林経営は、人工造林にか

かるコスト負担が大きいことや、所有者の高齢化や相続などにより、関心が低い状況に

あります。また、生産性の向上については、林業機械の導入などに取り組んでいるもの

の、なお課題であり、林業従事者の育成・確保、労働環境の更なる改善にも取り組んで

いく必要があります。 

国産材の供給量は、平成 14 年の 1,692 万㎥から増加傾向にあり、令和６年は 3,481

万㎥となっています。需要面では、住宅分野に加え、非住宅や中高層建築物での木材利

用が進展しています。また、脱炭素社会や循環型社会の実現に向けて、木質バイオマス

利用や再生可能エネルギーとしての木材需要も高まっています。

（３）国の動き

① 森林環境税及び森林環境譲与税

平成 31年３月に「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」が成立し、同年

から全ての市町村と都道府県に対して、森林環境譲与税の譲与が始まりました。 

また、令和６年度からは個人住民税の均等割の枠組みを用いて、森林環境税（国

税）として 1 人年額 1,000 円を市町村が賦課徴収しており、その使途についてはイ

ンターネットの利用等により公表することとされています。
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② 花粉発生源対策の推進

国民病ともいわれる花粉症に対処するため、令和５年度に「花粉症対策の全体像」

及び「花粉症対策初期集中対応パッケージ」を取りまとめるとともに、「スギ花粉発生

源対策推進方針」を改正し、スギ人工林を今後 10年で２割削減し、花粉の少ない森林

への転換を図ることとしています。 

③ 都市（まち）の木造化推進法

脱炭素社会の実現への貢献が求められる中、これまで公共建築物を対象として木材

利用の促進を図ってきた「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」（平

成 22年）について、より一層の木材利用の促進を図るため、令和３年、「脱炭素社会

の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」いわゆ

る「都市（まち）の木造化推進法」が成立し、民間建築物を含めた建築物一般に対象

を拡げることとされ、木材利用の促進に官民を挙げて取り組むこととしています。 

④ 森林・林業基本計画～百年つづく「森の国・木の街」へ～【令和８年６月閣議決定】

豊かな森林資源の循環利用や里山林等の利活用等を進めると同時に、幅広い民間投

資も活用し、防災及び国土強靱化の観点からの森林整備や治山対策、林野火災予防対

策の強化、野生鳥獣の生息環境の保全及び整備、病虫害・鳥獣害対策の充実、花粉の

少ない森林への転換の加速等を図ることが重要とし、これらの取組みを着実に進める

ことにより、森林・林業・木材産業の好循環を生み出し、百年つづく「森の国・木の

街」の実現を目指していくとしています。

45



       前計画の総括 

前計画「福岡市農林業総合計画」（令和４年度～令和８年度）では、林業分野の目標と

して「快適で豊かな市民生活を支える森づくりと持続的な林業経営基盤の構築」を掲げ、

重点的に取り組む施策を中心に、施策の計画的な推進に努めてきました。 

 「快適な暮らしを守る森づくり」については、森林の適切な管理に向けて、ICTを活

用した境界明確化や所有者への意向調査を実施するとともに、荒廃する私有林の整備や

松くい虫対策など暮らしを守る森林の保全に努めました。 

 「市民に身近で魅力ある森づくり」については、油山市民の森と油山牧場の一体的な

運営を含め、さらに魅力ある施設としていくためリニューアルに取り組み、令和６年４

月に全面オープンしました。また、皮むき間伐ワークショップや木育イベントなど、市

民が森林に親しみ理解を深めるための取組みを実施しました。 

 「森林資源活用に向けた基盤づくり」及び「持続可能な林業経営の確立」については、

市営林の主伐に取り組むとともに、効率的な作業道等の整備による利用間伐に取り組み

ました。令和７年度からは、私有林の伐採促進や、林業の生産性の向上を図るため、林

業機械のレンタル・リース経費や伐採木の運搬経費への助成を開始しました。また、林

道等の台帳整備や維持管理についても引き続き取り組みました。 

地域産材供給の仕組みづくりとして、令和４年度から、市営林等で伐採した木材をス

トック・供給する取組みを開始し、公民館等の木造化や内装材等への地域産材の活用を

進めてきました。 

 これらの取組みにより、数値目標に掲げた６項目のうち、令和７年度時点で「市公共

施設整備における木材使用量」は未達成ですが、「長期間手入れがなされていない森林

の再生面積」や「林業生産」など５項目については概ね目標を達成しています。（資料

編 第１ 福岡市農林業総合計画（令和４年度〜令和８年度）における５年後の目標の進

捗状況 参照） 

これまでの取組み・課題 第２章 

第１節 
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     現状と課題 

（１）快適な暮らしを守る森づくり

令和元年度から開始された森林経営管理制度に基づく意向調査や令和３年度より開

始した森林境界明確化については、森林面積の大小、地形や路網からの距離など様々な

森林の状況や意向調査回答の有無を踏まえ、林業経営の適否等の分析を行い、どのよう

に森林整備につなげていくか検討する必要があります。 

花粉発生源対策の推進・多様な森への誘導について、国の「花粉症対策の全体像」等

を踏まえ、福岡市においても、スギ・ヒノキ人工林の２割の伐採（920ha）を目指し、広

葉樹や花粉発生源対策苗木への植替えを進めており、引き続き取り組んでいく必要があ

ります。また、荒廃もしくはその恐れのある私有林人工林については、公益的機能を発

揮できるよう、間伐による支援を継続する必要があります。 

松林保全について、松くい虫被害は、平成 24 年度をピークに減少し、低位に推移し

ていましたが、近年、微増しており、着実な防除活動を継続するとともに、被害が拡大

した区域においては、必要に応じて松の再造林を進める必要があります。 

また、近年の頻発する集中豪雨に対応し、山地災害を防止するため、引き続き県の制

度などを活用した治山事業を推進するとともに、林道の保全対策を進めていく必要があ

ります。さらに、全国的に林野火災が増加しており、その予防に取り組む必要がありま

す。市営林によるカーボン・オフセットについても、引き続き取組みを推進する必要が

あります。 

（２）市民に身近で魅力ある森づくり

令和６年４月にオープンした ABURAYAMA FUKUOKAについては、自然共生型の森林アス

レチックを運営するほか、自然観察会やグリーンウッドワークなどのイベントを実施し

ており、更なる利用促進に向け、引き続き魅力的な施設づくりを進める必要があります。  

また、森づくりの普及啓発として、市民へ木材利用の必要性や木材の魅力を発信する

取組みを積極的に進めていく必要があります。 

第２節 
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（３）森林資源活用に向けた基盤づくり

持続可能な林業経営を促進するため、林業の

重要な生産基盤である林道及び作業道の整備を

進めていく必要があります。 

林道等の維持管理については、林道の除草や

排水施設の清掃等、適切な維持管理に努めてい

く必要があります。また、林道橋梁についても、

定期点検や適切な維持補修に努めていく必要が

あります。 

（４）持続可能な林業経営の確立

林業者の持続可能な林業経営を確立するためには、私有林人工林の継続的な伐採・植

替えによる森林資源の循環利用を促進する必要があります。担い手育成にも引き続き取

り組んでいく必要があります。 

地域産材の利用促進については、公共建築物の木造・木質化における地域産材の活用

を推進しており、令和７年度からは民間施設の地域産材利用を促進する取組みを開始し

ています。また、建築物の設計を行う設計士等を対象に伐採現場や市産材ストックヤー

ドの見学、製材加工に関する講習会も実施しました。今後も公共建築物における木造・

木質化を推進するとともに、民間施設の木材利用を促進するために、より効果的な支援

策を検討することが求められます。あわせて、地域産材の更なる利用拡大と安定的な活

用を図るためには、需要と供給のバランスを見据えた計画的なストックが重要となるこ

とから、供給体制の構築に向けた協力先の確保についても検討していく必要があります。

また、建築物における木材利用を促進していくため、実務を担う設計士に加え、将来の

建築業界を担う学生等への働きかけに取り組む必要があります。 
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     Fukuoka Green NEXT（長期ビジョン） 

森の恵みや豊かさを市民全体で育て、ふれあい、将来にわたり森を活用していくこと

により、森林の持つ様々な多面的機能を広く享受することを目指し、100 年後に向けた

森の将来像を『Fukuoka Green NEXT』として、令和４年３月にとりまとめました。 

将来像 みんなで守り・楽しみ・活かす都市・ふくおかの森づくり 

●「守 る」長期的な視野を持って森を育て暮らしを守ります

●「楽しむ」身近な体験・学びの場である森で自然とふれあいます

●「活かす」森の恵みや豊かさの持続的な利用を図ります

スギ・ヒノキ等の花粉によるアレルギーに対して、着実に対策に取り

組みます。また、近年、頻発する集中豪雨等による災害が発生しており、

「流域治水」の考え方に基づいた防災・減災対策に取り組みます。 

働く場所と⾃然が近いコンパクトな福岡市の強みを活かし、より

多くの市⺠が森林で体験し、学べる環境づくりを⽬指すとともに、

観光拠点としても利⽤できるよう取り組みます。 

福岡市には⼀級河川がなく多くの⽔を市外の⽔源に頼っています。

貴重な⽔資源と海域を含めた豊かな⽔循環を確保するため、市内の森

林の⽔源涵養とともに、広域的な視点をもった施策に取り組みます。

多様な⽣物の保全や、福岡市が取り組む 2040 年度を⽬指したチャ

レンジに寄与する温室効果ガスの吸収源の役割を担う森林を維持し、

その働きを⾼める取組みを実施します。

森林は「伐って、使って、植えて、育てる」循環により持続的な利⽤

をはかる必要があります。森林の整備・保全、施業の集約化、持続的な

林業経営、担い⼿育成、⽊材利⽤の促進により、林業を安定化させる

仕組みを検討します。 

基本的な考え方 第３章 

第１節 

 

３ 脊振山系から博多湾まで流域全体で行う「水循環の森づくり」 

４ 気候変動対策と生物多様性保全に応える「環境の森づくり」 

５ 持続的な森の利用と生産を目指す「なりわいの森づくり」 

１ 毎日の暮らしを快適にし、災害を減らす「安心の森づくり」 

２ 身近な自然を体験し学ぶ、「遊びの森づくり」 
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     本計画の全体像 

※番号は Fukuoka Green NEXTの方針の番号を示す

第２節 

【目標】 

多様で健全な森づくりに取り組むとともに、森林資源の循環を促進し、 

持続的な林業経営を強化する 

基本方針 施策 

１ 森林の有する公益的機能の発揮 １ 快適な暮らしを守る森づくり 

２ 市民が森を身近に感じる環境づくり 

１ 

２ 

３ 

２ 持続的な林業経営基盤の構築 １ 森林資源の循環利用の促進 

３ 林業生産の基盤づくり 

５ 

５ 

５ １ 

２ 林業者の経営基盤の強化 

４ ５ ３ １ 

３ 花粉発生源対策の推進 スギ・ヒノキ人工林の伐採・広葉樹林化等

４ 

４ 
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     基本方針 

「 Fukuoka Green NEXT」の将来像及び基本方針、また、森林・林業を取

り巻く現状と課題を踏まえ、本計画（５年間）の目標を『多様で健全な森づ

くりに取り組むとともに、森林資源の循環を促し、持続的な林業経営を強

化する』とし、「森林の有する公益的機能の発揮」、「持続的な林業経営基盤の構築」

及び「花粉発生源対策の推進」を３つの基本方針として施策を進めていきます。 

基本方針１ 森林の有する公益的機能の発揮 

多様で健全な森林となるよう、適切に保育管理

しながら、広葉樹林化や針広混交林化を図ると

ともに、私有林が荒廃しないよう、必要な支援に

取り組みます。 

また、森林と都市がコンパクトに調和した福

岡市の特性を活かし、森林資源を活用した体験

機会の創出や公共施設の木造・木質化、森づく

りや木材利用についての情報発信など、市民が

森を身近に感じる環境づくりに取り 

組みます。

基本方針２ 持続的な林業経営基盤の構築 

 「伐って、使って、植えて、育てる」森林資源

の循環利用を進めるため、私有林の伐採促進や担

い手育成、木材の利用促進に取り組みます。 

また、林道等の整備を推進するとともに、林道

等基盤データを活用した効率的な林業生産の基

盤づくりに取り組みます。 

基本方針３ 花粉発生源対策の推進 

スギ・ヒノキ人工林の伐採を推進し、伐採後は

広葉樹林化や針広混交林化、花粉発生源対策苗木

の造林など多様な森林整備による豊かな森づく

りに取り組みます。 

第３節 
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      施策の内容 

基本方針１ 森林の有する公益的機能の発揮 

市有林人工林については、適切に保育管理を実施するとともに、多様な樹種や樹齢で

構成されたモザイク状の森林となるよう、景観への配慮や野生鳥獣とのすみ分けにも留

意しながら、広葉樹林化や針広混交林化を図ります。なお、森林整備にあたっては、専

門家の意見を聞きながら、天然力を活用した更新も含め、多様な森林整備を検討すると

ともに、山地災害防止機能などに留意しながら実施します。 

私有林人工林については、福岡県森林環境税を活用して、荒廃もしくはその恐れのあ

る場合は間伐等による支援を行うとともに、分収林として市が管理している場合は、適

切に保育管理を実施します。 

山地災害を防止するため、県と連携して土砂崩壊防止のための治山事業を推進すると

ともに、防災上整備が必要な林道への対策を進めていきます。また、全国的に林野火災

が増加しており、その原因の多くは人の不注意であるため、消防局等と連携して啓発に

取り組みます。 

  航空レーザ計測などリモートセンシングによって得ら

れたデータを使い、森林環境譲与税を活用した境界明確

化を進めるとともに所有者への意向調査に引き続き取り

組みます。また、意向調査の結果等を踏まえ、適切な森

林整備が実施できるような仕組みについて検討を進めて

いきます。 

松林については、市内の東部・西部の海岸線を中心に広

がっており、引き続き、防風・防砂や景観形成などの機能

が発揮されるよう、薬剤の地上散布や被害木の駆除などの

防除を徹底するとともに、地域と連携した松林の保全・再

生活動に取り組みます。 

市営林によるカーボン・オフセットの取組みについて

は、引き続き、企業などへの PR を図り、クレジットの活

用による森林整備の推進を図ります。 

第１節 

施策１－１ 快適な暮らしを守る森づくり 

水源のかん養、山地災害防止、生物多様性の保全、地球温暖化の防止など、森林の有

する公益的機能を発揮するため、将来にわたり、森林を適切に整備及び保全します 

施策 第４章 
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【主な取組み】 

・市営林（市有林・分収林）の保育管理

・市有林の伐採・広葉樹林化、針広混交林化

・荒廃する私有林の整備

・境界明確化、意向調査の推進

・森林・林道の災害対策、林野火災予防

・松くい虫対策

 【参考】森林の地球温暖化防止への貢献 

 森林は、光合成により大気中の二酸化炭素を吸収し、幹や枝等の形で 

 炭素を固定することで地球温暖化の防止に貢献しています。 

 また、木材を建築物等に利用することは、二酸化炭素の排出削減及び 

炭素の貯蔵に資することとなります。 
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【指標】 

 （単位：ha） 

項目 
現状値 

（令和６～７年度累計） 

目標値 
（令和６～13 年度累計） 

市営林の主伐面積 19 96 

※花粉発生源対策の推進期間を令和６～15 年度としていることから、目標値を令和６年度か

らの累計としている

 （単位：ha） 

項目 
現状値 

（令和６～７年度累計） 
目標値 

（令和６～13 年度累計） 

市営林の間伐面積 228（62） 896（269） 

※（ ）内の数値は間伐実施面積に間伐率を乗じたもの 

※花粉発生源対策の推進期間を令和６～15 年度としていることから、目標値を令和６年度か

らの累計としている

（単位：ha） 

項目 
現状値 

（令和６～７年度累計） 
目標値 

（令和６～13 年度累計） 

荒廃もしくはその恐れのある私有林の

間伐面積 
93（25） 423（124） 

※（ ）内の数値は間伐実施面積に間伐率を乗じたもの 

※花粉発生源対策の推進期間を令和６～15 年度としていることから、目標値を令和６年度か

らの累計としている
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森林と都市がコンパクトに調和し、森林の存在と価値を感じやすい福岡市の特徴を生

かせるよう、魅力的な森林資源を発掘し、その利用可能性を検討するとともに、森林を

活用した体験活動や文化・教育活動を通じて、市民が森に触れ、森で学ぶ機会の充実を

図ります。 

公共建築物等を木造・木質化することにより、市民が木材の良さや森林とのつながり

を身近に感じるとともに、木の表情や温もりなどを実感できるような質の高い空間づく

りに努めます。 

また、木材を利用することは、二酸化炭素の排出削減及び炭素の貯蔵など、地球温暖

化の防止につながるとともに、心理面・身体面・学習面等での効果も期待されることか

ら公共空間や体験の場所を通じて、木や森への理解を深める「木育」の取組みを進め、

世代を問わず市民の関心と理解の醸成を図ります。 

ABURAYAMA FUKUOKAについては、豊かな自然環境や多様な生物の生息空間、市街地を

見渡せる眺望など、恵まれたロケーションを活かして、自然観察や林業への理解を深め

るイベントを開催するなど、様々な体験機会の提供に取り組みます。 

  また、市民へ森づくりや木材利用の必要性、木造・木質化の優良事例、木材の魅力な

ど、「Fukuoka Green Next」として SNSなどを活用し、積極的に発信していきます。 

【主な取組み】 

・市民が森に親しむ機会の創出

・公共施設等の木造・木質化の推進

・ABURAYAMA FUKUOKAの運営及びその特色を活かしたイベントの実施

・森づくりや木材利用の普及啓発

施策１－２ 市民が森を身近に感じる環境づくり 

市民がより身近に森の恵みを感じることができるよう、森に親しむことができる環

境づくりや情報発信に取り組みます 
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【指標】 

 （単位：人） 

項目 
現状値 

（令和７年度） 

目標値 

（令和 13年度） 

森林や木材利用に関するボランティア

やイベント等の参加人数 
8,048 9,658 

【参考】内訳 
ボランティア 7,481（421 回） 

－ 
イベント 567（17回） 

  （単位：㎥） 

項目 
現状値 

（令和３～７年度累計） 
目標値 

（令和９～13 年度累計） 

市公共施設整備における木材使用量 4,075 4,890

（単位：件数） 

項目 
現状値 

（令和３～７年度累計） 
目標値 

（令和９～13 年度累計） 

市公共施設整備において木質化を行っ

た施設数 
193 232

※木質化とは天井、床、壁などの室内に面する部分及び外壁等の屋外に面する部分に木材を

利用することをいう。
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基本方針２ 持続的な林業経営基盤の構築 

林業者による森林資源の適切な更新は、持続可能な林業経営基盤の構築につながるこ

とに加え、様々な公益的機能も発揮されることから、「伐って、使って、植えて、育てる」

森林資源の循環利用の促進に取り組みます。 

私有林人工林の伐採・植替え促進や林業経営の安定化、生産性の向上を図るため、引

き続き林業機械リース・レンタル経費やスギ・ヒノキ伐採木の運搬経費への助成に取り

組みます。分収林については、森林の状況を踏まえた上で、主伐等に取り組みます。 

安定した木材需要を確保するため、関係者と連携しながら地域産材の新たな活用方法

の検討を進め、持続可能な林業経営を支える供給体制の構築に取り組みます。 

また、公共施設に加え民間施設における地域産材活用を支援し、地域産材が市民の目

に触れる機会を増やすことで、持続可能な森林資源の循環利用への理解を深め、森林環

境意識の醸成を図ります。 

あわせて、実務を担う設計士や将来を担う学生等へのワークショップや講習会への参

加の働きかけを行い、木材利用の裾野拡大と需要の創出につなげます。 

これらの取組みや私有林の循環利用の状況を踏まえながら、今後も必要な取組みを実

施します。 

【主な取組み】 

・私有林の伐採促進

・地域産材の公共利用の推進、民間利用の促進

・設計士や学生等を対象としたワークショップや講習会の開催

施策２－１ 森林資源の循環利用の促進

林業者の持続可能な林業経営を確立するため、「伐って、使って、植えて、育てる」

森林資源の循環利用を促進します
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【指標】 

（単位：㎥） 

項目 
現状値 

（令和３～７年度累計） 
目標値 

（令和９～13 年度累計） 

市公共施設整備における地域産材使用

量 
717 860 

【参考】上記のうち、市産材使用量 284 340 

 （単位：件） 

項目 
現状値 

（令和３～７年度累計） 
目標値 

（令和９～13 年度累計） 

市公共施設整備において地域産材を活

用した施設数 
104 125

（単位：人） 

項目 
現状値 

（令和３～７年度累計） 
目標値 

（令和９～13 年度累計） 

設計者や学生等へ向けたワークショッ

プ等への参加人数
186 223 
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私有林人工林の伐採・植替え促進や林業経営の安定化、生産性の向上を図るため、引

き続き林業機械リース・レンタル経費やスギ・ヒノキ伐採木の運搬経費の助成に取り組

みます。【再掲】 

林業の担い手育成に向けて、福岡県が実施している育成研修の広報に取り組むととも

に、林業の魅力を伝えるため、林業を体験するワークショップや SNSを活用した発信に

取り組みます。 

これらの取組みや林業者の経営基盤の状況を踏まえながら、今後も必要な取組みを実

施します。 

【主な取組み】 

・私有林の伐採促進【再掲】

・担い手育成

施策２－２ 林業者の経営基盤の強化

将来にわたり、森林を適切に整備及び保全するため、林業経営の安定化や生産性の

向上、担い手育成に取り組みます
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【指標】 

（単位：ha） 

項目 
現状値 

（令和６～７年度） 
目標値 

（令和６～13 年度累計） 

私有林の伐採面積 29 225 

【参考】内訳 

主伐  23 
－ 

間伐  20（6） 

※林業者による私有林の主伐・間伐面積の合計

※（ ）内の数値は間伐実施面積に間伐率を乗じたもの。合計では本数値を使用。 

※花粉発生源対策の推進期間を令和６～15 年度としていることから、目標値を令和６年度か

らの累計としている

（単位：㎥、千円） 

項目 
現状値 

（令和７年度） 
目標値 

（令和 13 年度） 

林業者の木材生産量 (㎥) 10,277 18,000 

【参考】林業者の木材生産額 (千円) 
※推計

   139,676 244,600 
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森林の整備及び保全、木材の生産及び流通の効率化を図るため、林道や森林作業道な

どの路網の整備に取り組みます。 

林道の整備について、令和２年度末に整備を完了した森林基幹道「早良線」東端の板

屋地区から那珂川市寺倉地区を結ぶ新規林道整備について、早期の工事着工に向けて、

福岡県、那珂川市等と検討を進めていきます。 

林道の台帳整備について、電子データによる林道台帳の整備を引き続き行います。 

林道の維持管理について、集中豪雨による災害を防止するために、定期的にパトロー

ルを実施し、林道の除草や排水施設の清掃等を実施していきます。市が管理する林道の

橋梁については、現在の林道橋梁長寿命化計画の期間が令和 10 年度までであるため、

林道橋梁の定期点検を実施し、次期計画を策定の上、計画的な維持補修に努めます。 

森林の土地の所有者や林地の境界に関する情報を整理した林地台帳について、周知に

努め、情報の追加・修正により精度を高めることで、森林整備や資源活用に活かしてい

きます。 

【主な取組み】 

・新規林道の整備

・林道の台帳整備や維持管理

・林道橋梁長寿命化計画策定及び計画的な維持補修

・林地台帳の精度向上、活用

施策２－３ 林業生産の基盤づくり

林業生産の基盤となる林道等路網の整備や維持管理等に取り組みます
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【指標】 

 （単位：ｍ） 

項目 
現状値 

（令和７年度） 
目標値 

（令和 13 年度） 

林道等整備の総延長 

（林道及び森林作業道） 
210,700 216,400
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基本方針３ 花粉発生源対策の推進 

市有林人工林については、適切に保育管理を実施するとともに、多様な樹種や樹齢で

構成されたモザイク状の森林となるよう、景観への配慮や野生鳥獣とのすみ分けにも留

意しながら、広葉樹林化や針広混交林化を図ります。なお、森林整備にあたっては、専

門家の意見を聞きながら、天然力を活用した更新も含め、多様な森林整備を検討すると

ともに、山地災害防止機能などに留意しながら実施します【再掲】。 

私有林人工林の伐採・植替え促進や林業経営の安定化、生産性の向上を図るため、引

き続き林業機械リース・レンタル経費やスギ・ヒノキ伐採木の運搬経費の助成に取り組

みます【再掲】。 

【主な取組み】 

・市有林の伐採・広葉樹林化、針広混交林化【再掲】

・私有林の伐採促進【再掲】

・荒廃する私有林の整備【再掲】

・地域産材の公共利用の推進、民間利用の促進【再掲】

施策３ スギ・ヒノキ人工林の伐採・広葉樹林化等

スギ・ヒノキ人工林の伐採を推進し、伐採後は広葉樹林化や針広混交林化、花粉発

生源対策苗木の造林など多様な森林整備による豊かな森づくりに取り組みます
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【指標】 

（単位：ha） 

項目 
現状値 

（令和６～７年度累計） 
目標値 

（令和６～13 年度累計） 

スギ・ヒノキ人工林の伐採面積 135 714 

【参考】内訳 

市
営
林

主伐 19 96 

間伐 228（62） 896（269） 

合 計 81 365 

私
有
林

主伐 23 
225 

間伐 20 （6） 

荒廃森林の間伐 93（25） 423（124） 

合 計 54 349 

※（ ）内の数値は間伐実施面積に間伐率を乗じたもの。合計では本数値を使用。 

※令和６年度から令和 15 年度の 10 年間で、スギ・ヒノキ人工林 920ha（福岡市内の 31 年生

以上のスギ・ヒノキ人工林 4,600ha の２割に相当する面積）の削減を計画していることか

ら、目標値を令和６年度からの累計としている。
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